




（McCarty et al 2013: 13)
貧困をもたらすのは市場経済改革ではなく，オリガーキ 支配などである
（Balcerowicz 2016)






は じ め に















果たし EU加盟を 2004 年（ルーマニアとブルガリアは 2007 年）に果たした。各
国は市場経済転換直後にこそ，経済システムの大規模な変革に伴う移行不況を
経験したが，その後は順調にプラス成長を進め（2008-9 年のリーマンショック
の時期のマイナス成長を除いては）年率 5％から 10％の一人当たり GDP 成長率
を記録し続けてきた。その際，最も顕著な成長を示したのがラトヴィアであ






東欧 10ヶ国の 7カ国が入り，またロシア等の旧共産圏主義諸国も含めれば 12
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） なお，指標を GDP/caipta に変更したり，基準時期を 1990-1995 平均あるいは EU加盟年に
しても，同様の傾向が表れる。
図 1：各国の成長速度の違い［黒太線・灰四角マークがラトヴィア]





















） ただしこれは当時世銀が発表した 2005 年 USドル換算データ（季節性調整なし）に基づく。
近年の 2010 年 USドル換算データではもう少し緩やかな数値となっている。
図 2：2009 年経済危機時のGDPマイナス成長下位 20 カ国＋α
出典：World Bank,（2005 年 US ドル換算）より筆者作成
入直後にはむしろ平均的な格差水準に過ぎなかった。相対的貧困層比率の EU
加盟以降平均では，ルーマニアについで 2番目である（表 1）。ルーマニア・ブ






（Knell and Srholec 2007, Myant and Drahokoupil 2011, Dutkiewicz and Gorzelak
2013）。ところが，規定要因として社会経済的要因に焦点を当てた分析は多く
ある一方，国内政治要因からの分析はさほど蓄積されてきていない。本稿が着





出典：World Bank, Poverty headcount ratio at national poverty lines（％ of population）より筆者作成
目するラトヴィアを含むバルト諸国の経済危機の分析についても一定の蓄積が

































































（原則 2004 年以降だが，ルーマニアとブルガリアは 2007 年以降である），先述と同
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） ベルン大学CPDS-III データに依拠。左派政権ほど大きな値を取る。
） World Bank データ Foreign direct investment, net inflows（％ of GDP）
） World Bank データ GDP capita growth [2005 年 US ドル換算]
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に努める多くの個人への敬意表明と，それに続く「But, I have to say, I have also seen them
beaten down by having to take instructions from unelected officials in the clouds, or down by the
sea.」という部分であった。特定の個人を上げない，内政干渉に至らぬようぼかした表現であ








Umbrella Revolution の名で複数の英語文献において言及が見られ（先述の Ikstens（2008）を
含む），奇しくも 2014 年の香港雨傘革命の名称を先取りするものであった。
15） ただしディエナ紙は 2010 年のオーナー交代劇によりその株式をラトヴィア RTO社が保有
しているが，同 RTO社の株式は，36％をシュレッセルス，24％をシュチェーレ，20％をレン
ベルクスが保有している（Petrova 2011）。編集長は 2011 年総選挙で落選したが，古巣のディ
エナに戻ることは（当然ながら）できなかった。ディエナ紙のオリガルヒへの敗北により，ラ
トヴィア国内主要 3 紙のうち，特定政党リーダーの支配下にない新聞はなくなってしまった



































































ス予定は選挙前から国民には知られていたようである［The Baltic Times 2006a］）。
2005 年の段階で IMFはラトヴィアに対して経済的過熱を抑制するよう警告










国内で枢要な地位を占める，北欧系の銀行の Nordea（国内シェア 5 位）や
Swedbank系の Hansabank（国内シェア 1位）も，現行経済が実態無き過熱状










































強い金融機関であるラトヴィア貯蓄銀行（krajbanka）も 2011 年 11月に破綻
した。その直接の契機は主要株主の破産にあったが，オリガルヒが同行を脅迫
し，同行の支払い能力をこえる融資をオリガルヒ関連企業に実施させたことも











































（25 歳以上国外出国率）は 5.64％であったが，中東欧 10 か国での平均値が
5.73％であることを考慮するとその水準が突出して高いとは言えない（Bruck-
er et al. 2013より算出)
21)
。②についても，中東欧各国はそれぞれ EU構造基金
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図 4：外資インフロー額対GDP比


















































































図 5：各国の所得トップ 5％とボトム 40％への富の集中度合い
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